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――御社が全国でポップアップショップの出店

を重ね、常設店の出店にまで至った経緯を教

えてください。

　まずネットショップ作成サービス「BASE」を

立ち上げた経緯についてお話しします。2012年

に起業したのは、地元大分の商店街で小売店

を営んでいる僕の母親がＥＣショップを始めた

いと言ったので、、母親のようにパソコンやイン

ターネットに詳しくない方が、ネット販売を始め

る支援をしたいと思ったことがきっかけでした。

実際に当時は、リアル店舗を経営、運営してい

る方が、次のステップとしてECショップを開く流

れがスタンダードでした。ここ2～3年は、ブラン

ドや商品を作って販売したい方が、リアル店舗

を運営するというステップを踏まず、ECショップ

に参入するパターンに変わりつつあります。

「BASE」を通じてそういった動きを目の当たりに

すると、今後はさらにECショップが拡大し、リア

ル店舗は減っていくのでは、と感じていました。

　ですが、「BASE」に出店しているブランドの

声を聞くと、オフラインでも出店したいというニ

ーズが増えています。それも、必ずしも常設店

舗に限らず、ポップアップショップを出店した

い、という声が多かった。そういった方のご要

望にお応えするため、丸井グループ様と提携し

て、全国の商業施設でポップアップショップの

実証実験を実施し、好結果が出ました。それが

常設リアル店舗「SHIBUYA BASE」を出店する

までの経緯です。

――出店を希望される方からの反響はいかが

でしょうか。

　想像を上回る反響をいただいています。募

集をかければすぐに埋まってしまうほどです。

ECからスタートしたブランドの方にも、オフラ

インの需要があると改めて実感しました。また

出店ユーザーへのアンケートでは、よい評価を

いただいており、現状は出店を経験するという

観点から満足いただけているのかなと感じて

います。

――どのようなカテゴリーのブランドが出店され

ることが多いのですか。

　カテゴリーはそれぞれの施設の顧客層に近

いものが多いです。

　「BASE」の出店ユーザーは、モノを仕入れて

販売するのではなく、自分で作った商品を販

売される方が多いです。「SHIBUYA BASE」も

同じで、個人の方が立ち上げて間もないブラン

ドでも、渋谷マルイの一階という一等地に出店

できるようになっています。「BASE」が行ってい

るのは、リアル店舗というオフライン空間を用

意して、規模を問わずどんなブランドでも出店

できるよう当社が信頼を担保するということで

すね。

――店頭販売やECショップへの誘導など、販

売方法についてはどのような傾向がありますか。

　店頭販売がほとんどですが、在庫を最小限

だけ用意し、ECで購入してもらっているショー

ルーミングとして展開しているブランドもあり

様々です。そもそもリアル店舗運営について

「たくさん販売してください」「ECに誘導してくだ

さい」など、「BASE」やマルイ様から推奨するこ

とはありませんし、売上にもタッチしません。レジ

の操作方法など必要なことはお教えしますし

オンライン・オフラインの双方の強みを活かしブランドの魅力を発信

次世代ショップの新たな活躍の場

個人でも渋谷の一等地に
出店できる新たな試み
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店舗運営に関してアドバイスできる部分はして

いますが、基本的にショップオーナー様の好き

なように運営していただいております。店頭に

立つ方も、ブランドのオーナーであるケースが

多いですが、ブランドのインフルエンサーにお

任せしていることもあるようです。最長で一週

間、施設の営業時間に合わせて店舗運営する

ので、大変な部分もあると思いますが、それも

含めて楽しんでくださっているオーナーがほと

んどのようです。

――リアル店舗を持つことで得られた気づきや

発見について教えてください。

　商品だけでなく、「人にお客様がついている」

ということです。その方が販売しているから商

品が売れたり、遠方から会いに来る人がいたり

します。お客様が接客を手伝い始めた、という

ケースもありました。販売者と購入者の境目が

あまりなく、リアルの場の中で同じ時間を共有

して、一緒にブランドを作り上げていることが

伝わってきましたね。

――出店者の中でも、特に人気のブランドは

どのような工夫や取り組みをしているのでしょう。

　ネット、リアルで与えられる体験はそれぞれ

違います。ネットだから距離が遠い、リアルだか

ら近い、という概念は無くなっています。例えば

ネットはリアルタイム性があるので、オーナーが

海外に行っていても時間や場所を選ばず情報

を得られる。逆にリアルでは、その方が目の前

にいるという代えがたい実体験の価値があり

ますよね。そこをうまく使いこなしているブラン

ドは強いですね。

――マルイ様には有名ブランドがたくさん出店

していますが、「SHIBUYA BASE」の出店ブラ

ンドの集客や売上には影響ありませんか？

　そうですね。例えば「SHIBUYA BASE」に出店

するブランドは、世間的にまだあまり知られて

いません。ですが、Instagramで5万人のフォロ

ワーがいる方などが出店すると、有名ブランドよ

りもお客様が多かったりすることがあります。

――ECショップを運営しつつ、リアル店舗に

出店されるブランドは、店舗にどのような価値

や役割を感じ、どのような目的で出店されること

が多いのでしょう。

　「リアル店舗はこうあるべき」という概念がな

くなっていると感じます。たくさん売上をあげた

い方がいれば、店舗をユーザーと会える場所

にしたい方もいる。販売以外の機会を生み出

す店舗があってもおかしくない。100ショップあ

れば100通りで、店舗の正しい使い方という概

念はありません、もっと自由な発想の使い方が

現代のショップの在りようだと思います。リアル

店舗がもたらす価値は一概に定義できないの

で、我々は各オーナーの希望を尊重し、できる

限り応えられるようにしています。

――近年、商業施設がショールーミング化して

いる傾向が見受けられますが、商業施設はこ

の過渡期をどのように乗り越えるべきか、商業

に係る側として非常に課題意識を持っており

ます。BASE様から見た、お考えをお聞かせく

ださい。

　ブランド側からの視点か、施設側からの視

点かで変わります。まずブランド側ですが、ECと

リアル店舗の境はほぼありません。「SHIBUYA 

BASE」の出店ショップに聞くと、店舗の売上で

出店料をペイしようとする方はほぼいません。

ECサイトという販売インフラがあった上で

ネット広告を出す、ポップアップショップを出す

という選択肢は並列にあると感じます。後者は

その場で商品を実感してもらいアピールできる

広告、という概念でしょうか。

　テクノロジーが進化し、オンラインでもジャス

トフィットの商品を簡単に見つけられる時代が

必ず来ます。商業は、これからECがスタンダー

ド化の流れにあり、今後、リアル店舗だけで採

算を取るのは難しくなる、というのが僕の実感

ベースです。

　では施設として、どのような価値をブランド

に提供するか。それはなかなか難しい事です

が、一つだけ言えるのは、オフラインへのニー

ズは絶対になくならないということ。リアル店舗

へ出店を希望するブランドも、その多くがまた

お店を出したいと言ってくださいます。

　ただし、施設の役割が変わるのは避けられ

ません。オンライン・オフラインという垣根をつ

くっていたこれまでと同じビジネスモデルでは

維持できないことを認識しつつ、これまでと同

じ価値を提供していくことがテーマになるのか

なと思います。

――改めて、「BASE」が考えるリアル店舗に

よって実現したいこと、目指す社会について教

えてください。

　僕は母親の課題をインターネットで解決し

ましたが、その方法は人によって様々です。

例えば、「奥さんを大切にしよう」というメッセ

ージを発信したいとき。僕は「どういうプロダク

トを作るか」という思考回路ですが、自分のブ

ランドを立ち上げて、そこに思いやメッセージ

を込める方法もある。そういう方が、ここ3～4

年で増えていると感じています。これからEC

リアル店舗を含め、チャレンジしていく方はます

ます増えると思います。

　「BASE」を立ち上げてよかったのは、チャレ

ンジする際のリスクがなくなること。イニシャル

コストも月額固定のランニングコストもなく、売

れたタイミングで手数料が発生するのみです。

我々が提供するリアル店舗も、出店者のリスク

やハードルを最小限にしたいと思っています。

「SHIBUYA BASE」の出店料は曜日によって変

わりますが、ブランドの規模の大小かかわらず

どのブランドも一律。レジや什器なども用意し

ているので、商品のみ用意していただければす

ぐにお店が始められます。これからもリアル店

舗を通じて、チャレンジしたい方が踏み出せる

ように支援していきます。

　現在は渋谷という場所ですが、今後はこう

いったリアルな空間をもっと増やしたいです。

エリアによってブランドとの相性があるので、そ

の良さや魅力が発揮できるよう、できるだけ多

様な立地に作っていきたいですね。

商業施設の役割・
ビジネスモデルの変化は
避けられない
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BASE社の介在により、個人のブランドオーナーでも渋谷マルイの一等地に出店可能に。店舗の使い方も各オーナーに自由に任せている
という。
「価値の交換をよりシンプルにし、世界中の人々が最適な経済活動を行えるようにする」というミッションのもと、BASE社のサービスは開発
された。ショッピングアプリ 「BASE」は、60万点を超える店舗から最短5秒でアイテムを購入可能。ネットショップ作成サービス「BASE」は
個人・法人問わず誰でも気軽にECショップを立ち上げられる。

01

02/03

東京都港区六本木3-2-1 住友不動産六本木グランドタワー 37F
TEL.03-6416-5450 （代表）
https://binc.jp/
2012年創業。モノづくりをする個人・法人、自治体など60万店舗が利
用するネットショップ作成サービスやショッピングアプリ、開発者向け
のオンライン決済サービス、購入者向けのID型決済サービスを提供。
ミッションは「価値の交換をよりシンプルにし、世界中の人々が最適な
経済活動を行えるようにする」

BASE株式会社

リアル店舗のあるべき概念は
もはやない

02　ショッピングアプリ 「BASE」

03　ネットショップ作成サービス「BASE」
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――ECフルフィルメントによるファッションブ

ランドのサポートを行っている御社が、どのよ

うな経緯でリアル店舗「as green as possible 

=THE SHOP=」をオープンしたのでしょう。

　弊社の会長である村井眞一は、TSUTAYAの

創業メンバー3名のうちの1人であり、リアル店

舗に長く広く携わってきました。2010年代に入

り、Eコマースのインフラを活用して流通改革を

すべく、ECシステムの開発に着手しましたが

それをリアル店舗のデジタルソリューションや

サプライチェーンマネジメントにつなげること

は、当初から視野に入れていました。

　2015年には、オムニチャネル向けのシステム

プラットフォーム「PRAMS」を完成させ、クライ

アントである各種ブランドに提案しましたが

当初は価値が伝わりづらかったものです。そこ

から、弊社のサービス特性でもある「ECフルフ

ィルメント　」として、ブランドの価値向上に繋

がる効率化・正確性を向上させるべく、プラッ

トフォームのアップグレードを続けてきました。

ただし、オムニチャネルのなかで、今後その役

割や活用方法の大きな変化が見込まれる「リ

アル店舗」については、社内での要件抽出を

基に開発・設計を進めていたため、正直に言え

ば「要件抽出はもとより、オペレーション自体

の深層までを100%理解・共有できていない」

状況でした。そこで、目黒本社近郊に「as green 

as possible」を構え、実際の店舗業務の中で実

証実験を繰り返し、PRAMSをブランドがより

活用し易くなる最適化アップデートと、ニューリ

テールなどに向けた先進的なソリューション

開発を目的とし、オープンに至りました。

――AIを活用した行動分析やレジレス決済な

ど、先端技術を導入予定とのことですが、目指

す店舗のあり方について教えてください。

　EC事業運営には、制作や運営管理、マーケ

ティング、カスタマーサービスなど様々な業務

種目があります。社内セクションの課題解決の

ために開発実装された各種ツールやシステム

は、当然のように社内導入されています。以前

それらをブランドに説明した際に「非常に効率

的なので導入したい」と要望があり、遅ればせ

ながら業務のインフラ整備から支援を求めら

れることに気づきました。そこを原点とし、直営

店舗での先端技術の提供を推進するまでに

話が展開しました。

　またオムニチャネル化に向けた小売業者か

らのニーズが高まる中、AMSが新たな「お買い

物」体験を創造提供していく為に、店舗はその

実証実験の場としての強い意義もあります。

――今後はどのような技術やツールを導入予

定ですか。

　弊社が提携している企業が、足の形を3Dス

キャンし、それを基にデータベースからその方

の足の形に合う靴をレコメンドしたり、さらに

は靴をオーダーメイド提供するサービスを始

めます。また前述のAIを活用した「行動分析・レ

ジレス決済」などのツールなども活用し、ゆくゆ

くは各社が現在トライアルを実施している無

人販売や、キャッシュレスなどを導入していく

予定です。

――実際にリアル店舗の運営をする事によっ

て、どのような気づきや発見がありましたか。

　現在の私たちの「お買い物」という目的の中

では、リアル店舗もECもサービス提供は可能

です。ですが、購入の実現までには「検討」とい

うフェーズがあります。そのときにどういう見せ

方やストーリーを演出できるか、その方法によ

って売れ方は大きく変わります。“モノよりコト

を売る”と言いますが、リアル店舗はストーリー

を演出する機会の場として、絶対に必要だと実

感しました。

――“コトを売る”で、実際に行った事例はあれ

ば教えてください。

　弊社店舗にヨガブランドがポップアップ出店

された際、商品コラボをしているヨガインスト

ラクターを招き、SNSでリアルタイム動画を配

信　しました。

「実際にそのインストラクターに会える」、つま

りインストラクターが発信する活用シーンがラ

イフスタイルという“ストーリー”となり、消費者

の方々に投影されていく”コト“です。

　そこへデジタルツールをどう介在させれば

より新たな顧客体験として「お買い物」が楽し

く便利になるか、あるいはストレスなく購入フ

ェーズに進むかを検証していきたいと思ってい

ます。

　例えば、店内にミラーサイネージを設置しま

す。電子タグのついた商品をかざすと、その商

品の店舗内外の在庫数がわかり、画像や映像

でコーディネート例や着こなし方が映し出され

ます。様々なユーザーレビューも表示され、購

入に向けた意思判断に必要な情報提供にデ

ジタルツールを活用していきます。

――ショールーミングやタブレット販売を進め

ている店舗も増えていますが、そういった試み

もしていくのでしょうか。

　店舗運営の大前提として考えています。弊

社会長の村井は、「ファッション企業はモノを

作りすぎている」と常々言っています。そのため

在庫が偏在し、最終的には消費者への負荷に

なっています。そういった無駄を削減するため

にも、ショールーミング型店舗を実現していき

ます。

　店舗には商品を1点ずつ置きますが、あくま

でサンプル用途です。実際の購入はタブレット

で行い、一元的な在庫拠点から配送や取り寄

せをすることで、在庫の偏在がなくなります。そ

れによって、店舗バックヤードはもちろん陳列

スペースも最大限に活用でき、棚卸作業も大

幅に軽減されます。

　また、私たちがブランド誘致をしている1つの

目的でもあるのが、セミカスタマイズに関して

の検証です。メーカーに出店していただき、受

注生産によって消費者１人ひとりのための一

着を届けられないかと。これは、ブランドがモノ

を作りすぎて、余っている状況への挑戦でもあ

ります。実際、9月にはニットメーカーに入って

いただきました。自動編み機を活用すれば、店

舗で注文を受けてから一週間で製造、納品が

可能となるのです。生産者と消費者を直結す

る試みですね。

――家賃が歩合制の商業施設では、ショール

ーミング化によるECへの売上誘導をどう管理

するかという課題があります。一方でテナントと

しては、売上が分散することで店舗やスタッフ

の評価が難しくなる悩みもあります。施設と店

舗、ECが共存するため、どのようなことが必要

で、また貴店の家賃制度はどうしていますか。

　まず家賃制度ですが、私たちは各ブランドの

希望を聞き、それに合わせて歩合・固定の両

方を採用しています。ショールーミング化につ

いては、施設とブランドが共存するために弊社

で決済ツールを開発しました。店頭の商品サ

ンプルを確認したのちタブレット端末でユーザ

ーに適したサイズ・カラーを探し、決済は店舗

のレジでする。そして、出荷・配送指示はECシ

ステムで行う、というものです。これにより、施設

は売上歩合を確保でき、テナントは在庫偏在

の解消につながります。

――ブランド誘致はどのように行っているので

しょうか。

　今のところは、お付き合いのあるブランドに

声をかけ、ECのみ、あるいは卸売のみ展開して

いるブランドや、地方に店舗を構えているブラ

ンドに対して、店舗運営をまずここで一週間経

験してみませんか、とお誘いしています。期間は

一週間単位なので、ブランドの社長自ら入るこ

とも多く、消費者の声を直接聞き、マーケティ

ングにつなげたい、という想いのある方が多く

いらっしゃいます。弊社の店舗運営部も、いろ

いろ学べることがあるのではと、できるだけ現

場に行くようにしています。

――最後に今後の展望をお願いします。

　弊社のビジネスはBtoB＝クライアントは法

人企業です。けれど、私たちが本当に見るべき

ものは「消費者」、持つべきものも「消費者目

線」です。消費者とのタッチポイントである店舗

を自社で構え、そこで得られる情報は何よりの

財産です。その情報、目線をもとに、流通の無

駄の解消など大きな目標とも照らし合わせな

がら、施設やブランドへ単なるデジタルツール

ではなく、仕組みやスキームなど様々な提案を

していければと思います。

生産者と消費者を
直結させる試みも

お店はデジタルツールの体験や
実証実験の場

ショールーミング化はこれからの
店舗運営に必要な機会の場

Interview by Hirotoshi Maruyamaインタビュー／丸山弘敏（SEMBA）

Photos by Takumi Hatano写真／波多野 匠

同社内で新規ビジネスの
企画・立上げ・営業に従事
し、目黒“as green as 
possible”店舗プロジェク
トの立上げ中心メンバー。
今後も「EC・オムニチャネ
ル事業支援ベンダー」とし
て、進化する流通構造の仕
組みづくりから店舗での新
たな顧客接点の創出を画策
する。

赤木忠之

Tadayuki 
Akagi

リアル店舗は購入を促すストーリー演出に最適な場
プラットフォームでいかにお店の価値を最大化するか

赤木忠之
株式会社AMS

マーケティング本部　副本部長　店舗運営部部長

主にファッション業界でのＥC・オムニチャネル事業を支援すべく、小売事業者への包括的なソリューションサービスを提供している
株式会社AMS。同社は2018年9月に、目黒駅徒歩1分の場所に自社運営のリアル店舗を新規オープンした。どのような経緯や狙い
があるのか、同社の赤木氏に聞いた。

東京都目黒区目黒1-24-12 オリックス目黒ビル6F
Tel.03-6421-7691（代）
https://www.amsinc.co.jp/
ECを熟知したコーディネーターを中核に、ECフルフィルメントにまつわ
る全カテゴリのスペシャリストを配置。ECの枠組を超えた、ブランド全
体の売上に貢献する、包括的なEC・オムニチャネルソリューションサ
ービスを提供している。

株式会社AMS

「as green as possible」の1Fは
カフェレストラン「washoku」。旬
の野菜や魚介類を中心としたメ
ニューを取り揃えている。
「THE SHOP」には、1週間単位
で様々なブランドが出店。消費
者の生の声や意見を収集でき
る場としても機能している。
店内に設置されたミラーサイネ
ージは、買い物体験をより楽し
くするための演出や、便利にする
機能が備わっている。

01

02

03

＊1　（商品準備以外の）EC事業に必要な全システム・インフラ・リソ
ースを提供可能な支援事業者
＊2　インストラクター自身の告知効果もあり、当日は数時間ながらフ
ァンが多数来店し（ECでの売上額は非公開ながら）、弊社店舗のみで
60万円超の売上げを記録した。
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